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研究成果の概要（和文）：　中部地方の一自治体に勤務する地方公務員の現職員と元職員（定年退職者）を対象
に、余暇の運動習慣等に関する質問紙調査を実施した。また自宅と職場それぞれの近隣の運動関連環境をGISに
より指標化した。退職者については、質問紙による自宅近隣環境に関する主観的評価の調査も行った。現職員の
解析の結果、都市部在住女性において、自宅近隣のwalkabilityが高いことが余暇の散歩以外の運動習慣と関連
した。一方退職者では、都市部勤労男女において、自宅近隣のwalkabilityが高いこと、公園・緑地の数が多い
こと、近隣環境への主観的評価が高いことが、余暇の散歩・早歩き習慣と正に関連した。

研究成果の概要（英文）： The current cross-sectional research examined the relationship of 
geographic information system measured residential neighborhood walkability, and the numbers of 
parks or green space and sports facilities in current as well as retired local government workers in
 Aichi prefecture with self-reported leisure-time physical activity habits. Perception of 
residential environment was also obtained from retirees. The study subjects were restricted to those
 residing in urban-suburban area around Nagoya.
　We found that higher residential neighborhood walkability was associated with having moderate to 
vigorous exercise habits defined as 3-4 times or more per week during leisure-time in working women.
 Higher residence neighborhood walkability, greater numbers of parks or green space, and positive 
perceptions about one’s neighborhood environment were associated with habitual walking defined as 
3-4 times or more per week in male and female retirees.

研究分野： 疫学

キーワード： 運動習慣　GIS　walkability　公園緑地　運動施設　環境評価　高齢者　勤労者

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本課題は居住地と職場の近隣環境と余暇の運動習慣の関連を、社会経済的にはほぼ均質で、かつ県下全域に居
住する広域自治体現職員と元職員である定年退職者を対象として検討した研究である。本研究で明らかになっ
た、壮年勤労者と退職高齢者それぞれにおける自宅近隣環境と余暇の運動習慣との異なった関連は、健康格差の
原因を理解し、運動習慣の普及を通じて健康増進を目指す都市計画立案に参考になる。
　また、社会文化的背景や近隣のあり方自体が異なる日本においてこうした関連性を検証することは欧米の一部
の国に限られた現在の知見を大きく広げる可能性があり、有意義と考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 

健康の社会格差には個人の学歴、収入や職業など社会経済要因が寄与することが広く認
められるようになり、その研究が進んでいる。また地域間で健康格差が観察されることも
よく知られている。居住地域は社会経済文化、自然環境、建造環境などが融合したもので
健康に寄与するメカニズムは複雑であり、その研究はまだ少ない。近年、地理情報システ
ム(Geographic Information System: GIS)の普及に伴い、人が生活を営む身近な空間であ
る近隣環境を客観的、かつ詳細に捉えて、それらの健康への影響を調べる空間疫学に関心
が集まっている。本研究は GIS を活用して求めた対象者の居住地の近隣環境の多様性に着
目し、公衆衛生上の課題となる運動習慣との関連を検討するものである。 
健康日本 21（第二次）は国民の身体活動や運動についての意識や態度を向上させ、身体

活動量を増加させることを目標とし、身体活動・運動を促進するための社会環境対策とし
て、全ての世代が気軽に取り組むことができる環境を整えることが必要であると提唱して
いる。今までに、身体活動の促進を目指した研究の多くは、教育や運動プログラムを提供
することによって個人の行動を変えようとするものである。しかし、これらの介入活動に
は持続性に関する問題点があった。健康意識の増進によって個人が主体的に健康な生活習
慣を選択するように働きかけることは可能だが、そうした選択には個人を取り巻く環境も
大きな影響を与えると考えられる。身体活動しやすい近隣環境は、日常生活の中の徒歩移
動の多さや運動に対するモチベーションの高さと関係することによって、人々が自然かつ
持続的に身体活動量を増加させる効果が期待できる。 
GIS に基づいて測定された近隣環境が歩行歩数や運動習慣と関連することは欧米の研究

を中心に報告されている。さらに、町の歩きやすさを表す指標であるウォーカビリティは
年齢、収入、同居状況、運動習慣、喫煙など個人レベルの要因を調整した上でもうつ症状
と負の関連を示したことが報告されている。また、公園やオープンスペースなど緑地が近
隣の環境にあるとの評価は主観的な身体、心理的健康度と関連するものの、年齢、教育、
収入、婚姻状態、歩行時間など個人レベルの要因を制御した後はむしろ心理的健康度と強
く関連することが報告されている。しかし、これらの知見は欧米の一部の国や地域に限ら
れたもので、地域別、性別、年齢層別で関連性が異なる可能性が示唆されつつある。日本
においては、近隣環境と運動との関連を調べた研究は数がられており（Inoue S et al., 
Prev Med. 2009,48:321-5;Hanibuchi T et al., BMC Public Health. 2011,19:11:657.）、
うつとの関連性についての検討はない。社会文化的背景や近隣のあり方自体が異なる日本
においてこうした関連性を検証することは欧米の一部の国に限られた現在の知見を大き
く広げる可能性があり、有意義と考えられる。さらに、同定された近隣環境要因の中でど
ういう要素が運動習慣やうつに関連しているかを横断的分析することは、地域の健康格差
のメカニズムの解明に貢献できると期待できる。以上より、本研究を実施することにした。 

 
２． 研究の目的 

 近年、地理情報システム(Geographic Information System: GIS)の普及に伴い、地理空
間情報を多岐に亘り把握し、それらが健康に及ぼす影響を調べる空間疫学に関心が集まっ
ている。本研究は、社会経済的にほぼ均質で、某地方公務員の現職員と元職員である退職
者を対象に，近隣の運動関連環境と余暇の運動習慣との関連を解明することを目的とする。
在職者においては GIS を活用して対象者の居住地近隣、職場近隣の身体活動関連の環境を
指標化し、１）歩きやすさの指標として独自に作成するウォーカビリティ(Walkability)
と 2）半径 1km 以内の公園・緑地の数、３）半径 1km 以内の運動施設の数を評価する。退
職者においては、居住地近隣の身体活動関連の環境を指標化し、１）Walkability と 2）
半径 0.5km 以内の公園・緑地の数、３）半径 0.5km 以内の運動施設の数を評価するととも
に、質問紙による居住地近隣環境への主観的な評価を実施し、１）公共交通機関があるか、
２）運動施設の数が多いか、３）運動する人をよく見かけるか、４）道路が歩きやすいか、
５）近所の交通量が多いかの五つの項目について情報を得る。これらの近隣環境指標と余
暇の運動習慣との関連を在職者、退職者それぞれにおいて横断的に検討する。 

 
３． 研究の方法 

在職者を対象とした研究： 
中部地方の一自治体に勤務する地方公務員を対象に 2013 年に行なった生活習慣等に関す
る自記式質問紙調査で、18 歳〜64 歳の 4,592 人の職員 (男 3,212、女 1,380)が自宅住所
の情報を提供した。名古屋都市圏以外に居住の者（N= 1,515)、がんと循環器疾患既往あ
る者（N=154）、解析変数に欠損値ある者（N=77）を除外し、2,843 人(男 1,959、女 884)
を解析対象とした。Walkability 指標は近隣の人口密度、道路密度、商業集積地への近接
性、公園への近接性の情報からスコア化（4-40 点）した（Hanibuchi T et al., Int J Environ 
Res Public Health 2015）。近隣周辺 1km 圏内の公園・緑地の数は国土数値情報及び都市
公園データ（2010 年 3月）を用い、近隣周辺 1km 圏内の運動施設の数はハローページ電話
帳 CSV データ（2015 年 5 月）により算出した。余暇の運動習慣」は散歩、ウォーキング、
中程度の運動、激しい運動の四項目について「月 1回未満」、「月 1〜3 回」、「週 1〜2 回」、
「週 3〜4 回」、「ほぼ毎日」まで 5 段階で実施頻度が調査された。週 3-4 回以上の散歩実



施を散歩習慣と、早歩き、中程度、激しい運動のいずれを週 3-4 回以上の実施頻度を運動
習慣と定義した。統計解析は、自宅及び職場近隣の環境指標をそれぞれ三分位し説明変数
とし、年齢、肥満度（BMI）、職種、本庁勤務、学歴、婚姻・喫煙・飲酒の各状況、朝食、
睡眠時間、抑うつ傾向の有無（CES-D が 9点以上）、高血圧及び糖尿病の既往、さらに近隣
と職場の環境指標お互いを調整した二項ロジスティック回帰分析を男女別に実施した。 
 
退職者を対象とした研究： 
該当職域で 2018 年までに退職した者を対象に、居住地近隣環境への主観的評価及び生活
習慣等に関する自記式質問紙調査票を自宅へ郵送し、2066 名（男性：1711 名、女性：355
名）から回答が得られた。そのうち年齢が 60 歳未満の者（135 名）、都市圏以外に居住す
るもの（839 名）、解析変数に欠損値がある者（88 名）を除外し、993 名（男性：833 名、
女性：160 名）を解析対象とした。Walkability 指標は近隣の人口密度、道路密度、商業
集積地への近接性、公園への近接性の情報からスコア化（4-40 点）した（Hanibuchi T et 
al., Int J Environ Res Public Health 2015）。近隣周辺 0.5km 圏内の公園・緑地の数は
国土数値情報及び都市公園データ（2010 年 3 月）を用い、近隣周辺 0.5km 圏内の運動施設
の数はハローページ電話帳 CSV データ（2015 年 5月）により算出した。近隣環境に関する
主観的評価は国際標準化身体活動質問紙環境尺度（IPAQ-E）日本語版から抜粋した「あな
た家の近所、すなわち自宅から 10～15 分程度で歩いて行くことができる範囲内の環境に
１）公共交通機関があるか、２）運動施設の数が多いか、３）運動する人をよく見かける
か、４）道路が歩きやすいか、５）近所の交通量が多いか」という五項目の設問で調査し、
回答は「全くあてはまらない」、「やや当てはまらない」「やや当てはまる」、「非常に当て
はまる」の四択とした。解析において設問は「全くあてはまらない」、「やや当てはまらな
い」は結合して、「当てはまらない」、「やや当てはまる」、「非常に当てはまる」の３群に
分けた。余暇の運動習慣」は散歩、ウォーキング、中程度の運動、激しい運動の四項目に
ついて「月 1 回未満」、「月 1〜3 回」、「週 1〜2 回」、「週 3〜4 回」、「ほぼ毎日」まで 5 段
階で実施頻度を調査した。散歩か早歩きのいずれかを週 3-4 回以上の頻度で実施した者を
歩く習慣ありと定義した。中程度、激しい運動はそれぞれ週 3-4 回以上の実施頻度を該当
運動習慣ありと定義した。統計解析は、男女合わせて実施した。GIS による客観的な近隣
環境指標の各三分位、主観的近隣環境評価（五項目）を説明変数とし、年齢、同居人数、
喫煙・飲酒の各状況、睡眠時間、肥満度（BMI）、抑うつ傾向の有無（CES-D が 9 点以上）、
高血圧・糖尿病・高脂血症・循環器疾患の既往、家庭の車保有台数を調整したロジスティ
ック回帰分析を実施した。 

 
４． 研究成果 

在職者を対象とした研究： 
対象者の平均年齢（標準偏差）は男性が 43.9（10.2）歳、女性が 39.2（10.6）歳であっ
た。余暇の散歩習慣ありの割合は男性で 15%、女性で 16%、余暇の運動習慣の割合は男性
で 18%、女性で 17%であった。男性では、自宅から半径 1km 以内に運動施設の数が 0-1 個
の群を基準とし、4–33 個群の運動習慣ありの多変量調整オッズ（95%信頼区間）比は 1.29 
(0.98–1.69)であった。女性では、自宅から半径 1km 以内に公園・緑地の数が 0-3 個の群
に比べ、8–21 個群の運動習慣ありの多変量調整オッズ比は 1.48 (0.94–2.33)、自宅の
walkability が最も低い群（12-30 点）と比し、第三分位（35-40 点）の運動習慣ありの多
変量調整オッズ比は 1.70 (1.08-2.6)であった。職場の近隣環境指標とこれらの身体活動
の間には統計学的に有意な関連は見い出せなかった。 
 
退職者を対象とした研究： 
対象者の平均年齢（標準偏差）は男女合わせて 67.7（3.7）歳であった。歩く習慣ありの
者の割合は 46.3％、中程度の運動習慣ありの者の割合は 16.3%、激しい運動習慣ありの者
の割合は 6.7%であった。自宅の walkability が最も低い群（9-29 点）に比べ、35-40 点の
散歩・早歩き習慣ありの多変量調整オッズ比は 1.45 (1.06-2.00)であった。自宅近隣 0.5km
半径以内に公園・緑地が全くない群に比し、3-9 個ある群の歩く習慣ありの多変量調整オ
ッズ比は 1.58 (1.09-2.30)であった。また、自宅近隣環境について、公共交通機関の有無、
運動施設の数、運動する人をよく見かける、道路が歩きやすいに「非常によくあてはまる」
とした群は「当てはまらない」群と比べ、歩く習慣ありの多変量調整オッズ比が有意に高
かった（オッズ比の範囲：1.58-2.19）。 
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